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１．組織の概要  

 

コスモ理研株式会社とは・・・ 

 当社は、医療廃棄物を専門に取り扱う会社としては日本で初めて設立された会社です。創立以来、

医療廃棄物の適正処理の重要性を訴え続けてまいりました。「地球環境保全」に直接関わる事業の為、

当社の活動を通じ環境への負荷を低減させ、全ての環境問題解決に貢献していきたいと考えておりま

す。 

 

会 社 名      コスモ理研株式会社 

代 表 者      代表取締役社長 山内 一真 

所 在 地      埼玉県越谷市恩間新田７０－３      

環境管理責任者      総務部 浅香 茂之 

                 連絡先：TEL 048-979-6381 

 

事 業 内 容   

産業廃棄物収集運搬業 

特別管理産業廃棄物収集運搬業 

除菌・消臭剤の販売 

【医療機関・企業・学校・研究施設等から排出される 

特別管理産業廃棄物及び産業廃棄物の収集運搬業】 

 

設 立 年 月 日     昭和５６年１１月１６日 

資 本 金     ４，４２５万円 

売 上 高       520，879 千円（４1期実績） 

従 業 員 数     ２３名 
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許可の内容 

 

  産業廃棄物 特別管理産業廃棄物 

許可年月日／許可有効期限 許可年月日／許可有効期限 

1 東京都 第 1300003722号 第 1350003722号 

Ｒ4.3.1／Ｒ9.2.28 H30.8.20／H35.8.19 

2 越谷市 第 12110003722 号 第 12160003722号 

Ｒ4.4.12／R9.2.19 H30.8.28／R5.6.30 

3 埼玉県 第 01100003722号 第 01150003722号 

Ｒ.4.6.27／Ｒ9.2.19 H30.9.3／H35.6.30 

4 神 奈 川

県 

第 01402003722 号 第 01452003722号 

R1.12.13／R6.10.31 H30.10.22／H37.7.26 

5 千葉県 第 01200003722 号 第 01250003722号 

H27.4.14／R7.2.20 H30.9.13／H35.8.11 

6 茨城県 第 00801003722 号 第 00851003722号 

Ｒ3.11.9／Ｒ10.8.31 H30.10.26／H37.7.27 

7 栃木県 第 00900003722 号 第 00950003722号 

Ｒ3.4.19／Ｒ8.4.18 H30.7.21／H37.7.20 

8 群馬県 第 01000003722 号 第 01050003722号 

R1.8.19／R6.8.18 H30.7.1／H35.6.30 

9 福島県 第 00707003722 号 第 00757003722号 

Ｒ3.9.21／Ｒ8.4.7 H30.7.13／H37.7.12 
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東
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燃え殻 ○ ○ ○ ○ ○

汚泥 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
水銀含有ばいじん等 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

廃油 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

廃酸 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

廃アルカリ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

廃プラ類 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

金属くず ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

ガラスくず ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

水銀使用製品 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

廃油 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

廃酸 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

廃アルカリ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

感染性廃棄物 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

廃水銀等 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

燃え殻 ○ ○

汚泥 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

廃油 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

廃酸 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

廃アルカリ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

ばいじん ○

○

○

○

○

○

○

○

○

産
業
廃
棄
物

○

○

○

○

○

特
別
管
理
産
業
廃
棄
物

○
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積替え保管施設 

埼玉県越谷市恩間新田字宮前 70 番 3･70 番 4･105 番 2･105 番 3･105 番 5･112 番 2 

廃棄物の種類 保管面積 高さ 廃棄物の種類 保管面積 高さ 

燃え殻 1.4 ㎡ 0.4ｍ 特管廃油 1.5 ㎡ 0.5ｍ 

金属くず 1.4㎡ 1.6ｍ 特管廃酸 1.5 ㎡ 0.5ｍ 

ｶﾞﾗｽくず・ｺﾝｸﾘｰﾄくず（がれき

類を除く）及び陶磁器くず 

 

1.4 ㎡ 

 

1.6ｍ 

 

特管廃アルカリ 

 

1.5 ㎡ 

 

0.5ｍ 

汚泥 1.4 ㎡ 1.6ｍ 感染性廃棄物 20.4 ㎡ 2.0ｍ 

廃ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ類、金属くず、ｶﾞﾗ

ｽくず・ｺﾝｸﾘｰﾄくず（がれき類を

除く）及び陶磁器くず（いずれ

も廃医療機器に限る） 

 

 

1.4 ㎡ 

 

 

1.6ｍ 

 

 

廃油（有害） 

 

 

0.7 ㎡ 

 

 

0.5ｍ 

廃ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ類 2.8 ㎡ 1.6ｍ 廃酸（有害） 0.7 ㎡ 0.5ｍ 

汚泥（水銀含有ばいじん等に

限る） 

 

1.4 ㎡ 

 

1.6ｍ 

廃ｱﾙｶﾘ（有害） 0.7 ㎡ 0.5ｍ 

汚泥、廃油、廃ｱﾙｶﾘ、 

廃ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ類、金属くず、ｶﾞﾗ

ｽくず・ｺﾝｸﾘｰﾄくず（がれき類を

除く）及び陶磁器くず（いずれ

も水銀使用製品産業廃棄

物に限り、廃薬品、廃蛍光ﾗ

ﾝﾌﾟ、廃 HID ﾗﾝﾌﾟ及び廃放電

ﾗﾝﾌﾟを除く 

 

 

 

1.4 ㎡ 

 

 

 

1.6ｍ 

   

廃油 0.7 ㎡ 0.5ｍ    

廃油（廃薬品に限る） 0.6 ㎡ 0.3ｍ    

廃酸 0.7 ㎡ 0.5ｍ    

廃酸（水銀含有ばいじん等に

限る） 

 

0.5 ㎡ 

 

0.5ｍ 
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廃酸（廃薬品に限る） 0.3 ㎡ 0.6ｍ    

廃アルカリ 0.7 ㎡ 0.5ｍ    

廃ｱﾙｶﾘ（水銀含有ばいじん

等に限る） 

 

0.5 ㎡ 

 

0.5ｍ 

   

廃ｱﾙｶﾘ（廃薬品に限る） 0.3㎡ 0.6ｍ    

汚泥、廃酸、廃ｱﾙｶﾘ 

（いずれも水銀使用製品産

業廃棄物に限り、廃薬品に

限る） 

 

 

0.3 ㎡ 

 

 

0.6ｍ 

   

汚泥（水銀含有ばいじん等に

限り、廃薬品に限る） 

 

0.3 ㎡ 

 

0.6ｍ 

   

汚泥（廃薬品限る） 0.3 ㎡ 0.6ｍ    

汚泥、廃油、廃ｱﾙｶﾘ、 

廃ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ類、金属くず（い

ずれも廃乾電池に限る） 

 

1.0 ㎡ 

 

0.4ｍ 

   

廃ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ類、金属くず、ｶﾞﾗ

ｽくず・ｺﾝｸﾘｰﾄくず（がれき類を

除く）及び陶磁器くず（いずれ

も水銀使用製品産業廃棄

物に限り、廃ｹｲｺｳﾗﾝﾌﾟ、廃

HID ﾗﾝﾌﾟ又は廃放電ﾗﾝﾌﾟに

限る） 

 

 

 

1.8 ㎡ 

 

 

 

0.8ｍ 
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収集運搬車両    形式：貨物バン(保冷仕様車)所有車両：全１８台 

 

・ 最大積載量 ４，０００kg：1台  ・最大積載量 ３，６５０kg：1台 

・ 最大積載量 ３，５００kg：1台 ・最大積載量 ３，３００kg：1台 

・ 最大積載量 ３，１５０kg：1台 ・最大積載量 ２，９５０kg：1台 

・ 最大積載量 ２，０００kg：6台  ・最大積載量 １，９００kg：1台 

・ 最大積載量 １，８５０kg：1台  ・最大積載量 １，２５０kg：1台 

・ 最大積載量 １，０００kg：4台 
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収集運搬量実績 

 

特別管理産業廃棄物 

廃棄物の種類 40 期(R2.10～Ｒ3.9) 41 期(R3.10～Ｒ4.9) 

感染性廃棄物 2,409,589Kg 2,471,048Kg 

廃油 70,614Kg 39,627Kg 

廃酸 2,612Kg 940Kg 

廃アルカリ 488Kg 863Kg 

汚泥（有害） 31Kg 100Kg 

廃油（有害） 82Kg 0Kg 

廃酸（有害） 80Kg 2Kg 

廃アルカリ（有害） 0Kg 0Kg 

燃え殻（有害） 0Kg 0Kg 

 

産業廃棄物 

廃棄物の種類 40 期(R2.10～Ｒ3.9) 41 期(R3.10～Ｒ4.9) 

燃え殻 318Kg 489Kg 

汚泥 37,958Kg 40,350Kg 

水銀含有ばいじん等 0Kg 7Kg 

廃ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ類 264,185Kg 266,783Kg 

金属くず 10,986Kg 16,452Kg 

ガラスくず 19,017Kg 18,098Kg 

水銀使用製品 2,871Kg 2,173Kg 

廃油 10,021Kg 8,870Kg 

廃酸 2,789Kg 2,639Kg 

廃アルカリ 34,556Kg 39,227Kg 
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環境活動実施体制 

Ｒ4 年 9 月 30 日現在 

人員配置図 

代表取締役
兼業務本部長

常務取締役 常務取締役

山内　一真 鈴木　知巳 大隅　章良

TEL　03-5820-1229

TEL　048-979-6381

TEL　029-259-2951

TEL　048-978-2621埼玉県越谷市恩間新田70-3

埼玉県越谷市恩間新田70-3

茨城県水戸市内原町1467-17関　東　支　社

本社業務本部

東京都台東区柳橋1-14-6

代表取締役社長　　山内　一真

役　　員　　会

埼京支社

本　　　　社

埼　京　支　社

本　　社

環境管理責任者
浅香　茂之

業務本部 関東支社

 

環境に関する責任と権限一覧 

実行体制 役割・責任・権限 

代表取締役 

①環境方針の制定 

②全体の評価と見直しの実施 

③EA21 構築・運用に必要な資源の確保 

④環境管理責任者の任命 

環境管理責任者 

①環境関連文書・手順書・環境記録の承認 

②EA21 構築運用に関する実行・総括 

③その他、代表取締役が指示する事項 

④代表者への状況報告 

部門長・支社長 
①EA21 構築運用に関する部門管理及び部下への実行指示 

②その他、環境管理責任者が指示する事項 

全従業員 
①EA21構築運用に関する実行 

②その他、環境管理責任者（又は部門長）が指示する事項 
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２．対象範囲 

   当社は全組織を対象として活動しています。 

３．環境経営方針 

基 本 理 念 

 コスモ理研株式会社は、真の環境問題解決への道を歩み続けるため、医療廃棄物処理に従事した

実績を十分に活かし、人の健康及び生活環境に係わる環境保全活動を、全社一丸となって継続的に

行うことを基本理念といたします。 

環 境 方 針 

コスモ理研株式会社は、環境に対する基本理念に基づき、次の環境方針に取り組みます。 

1. 環境関連法規の遵守、業界で制定した環境自主行動計画に基づき環境保全に努めます。 

2. 当社独自の手法を取り入れ、医療廃棄物の適正処理方式確立のために全力を尽くします。 

3. 当社は、次の環境活動を目標とし計画的に取り組み実施します。 

① 効率化を含め作業員全員で、ＣＯ₂の排出量を削減します。 

② ガソリンの使用量は、公共機関の移動を心がけ削減に努めます。 

③ 分別の徹底を行い、リサイクルを推進、削減に努めます。 

④ 事務所内及び作業場での不必要な照明ＯＦＦを更に徹底します。 

⑤ 水道の節水を心がけ、水の使用量を削減します。 

⑥ グリーン商品・エコ商品の積極的な購入に努めます。 

⑦ 再生プラスチックを使用した容器を購入します。 

4. 全社員に対し、環境理念及び方針について教育を徹底し、環境への意識向上に努めます。 

5. 環境方針は文書化し、社員及び関係者に周知徹底すると共に、一般にも公開いたします。 

 

平成 20 年 3 月 1 日策定 

令和 4 年 5 月 10 日 

コスモ理研株式会社 

代表取締役社長 山内 一真 



環境活動レポート 

 11 

４．環境経営目標とその実績  

取組項目 
40 期基準年 

（R2.10～R3.9） 

41 期(R3.10～R4.9) 中期環境目標 

目標 実績 評価 42 期 43 期 44 期 

１．二酸化炭素排出量削減 

・電力消費量削減（kWh） 

24,037 △1% 

23,796 

 

25,897 

 

× 

△1% △2% △3% 

・ガソリン使用量削減（Ｌ） 8,219 △0% 

8,219 

 

7,122 

 

〇 

△0% △0% △0% 

・軽油使用量削減（L) 
75,555 

100% 

75,555 

 

80,569 

 

× 

△0% △0% △0% 

 ＣＯ２排出量（Kg-CO2） 228,001  235966 ×    

２．廃棄物の削減（kg） 

・(可燃) 

319 △0% 

319 

 

317 

 

× 

△0% △0% △0% 

３．水道使用量削減（㎥） 

 

269 △2% 

263 

 

201 

 

〇 

△2% △2% △2% 

４．グリーン商品購入(%） 35% 45% 56% 〇 40% 40% 40% 

５．再生プラスチックの容器

購入(%) 

再生プラ容器購入数÷全

容器購入数 

4% 

 

3% 3% ○ 3% 4% 5% 

全社の二酸化炭素排出量は 236,４３４２kg-co2 

 ※co2 が全社の 0.1％で目標化しなかった灯油と LPG を含む 

※購入電力の排出係数は令和 2 年度東電の排出係数 0.447 を使用しました。 

※目標削減率は、基準年を元に作成しています。 



環境活動レポート 

 12 

５．環境経営計画及びその取組結果の評価、次年度の取

組内容 

 

環境目標の項目 
環境活動計画 

（目標達成の具体的手段） 

環境活動計画の取組結果 次年度の取組

内容 

１．二酸化炭素排出量削減 

・電力消費量削減 

① 不用時の消灯 

② OA 機器の待機電力削減 

③ 室温適正管理 

夏季 28℃冬季 20℃ 

④ エコ関連商品購入 

⑤ 稼働時間の短縮 

不用時の照明消灯を徹底

する 

待機電力の抑制は効果大 

のため継続する 

エアコンの温度管理 

 

 

取組継続 

・ガソリン使用量削減 ① タイヤ空気圧確認 

② エコドライブ強化 

③ 効率のよいコース作り 

④ ドライブレコーダー活用 

⑤ ドライバーの確保 

慢性的なドライバー不足及

び感染性廃棄物が増加した

為、収集頻度(ルート見直し)

増に伴い、軽油使用量増

加につながった 

コ ー ス の 再構

築、ドライバー確

保、新たな処分

場の開拓につい

て取組継続 

・軽油使用量削減 

 

２．廃棄物削減 
①両面コピーの活用 

②電子文書の活用 

③適正な分別徹底 

ゴミの分別・削減を徹底 

廃棄物容器の使用量がほ

ぼ前期と同量の為、微減に

とどまった 

 

取組継続 

 

３．水道使用量削減 

 

① 流しながら洗物をしない 

② 作業着はまとめて洗濯する 

ドライバー不足から作業服の

洗濯量減の為、使用量が

減った 

取組継続 

４．グリーン商品購入(%） 購入時に確認する 優先的なエコ商品購入 
取組継続 

５．エコペール代替(%) 病院等にエコペールへの代

替を勧める 

排出事業者に継続的に

エコペール推奨したが、

微減となった 

取組継続 
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６．関連法規等の遵守状況の確認および評価の結果 

ならびに違反、訴訟等の有無  

主たる法条例 適用内容 

廃棄物処理法 
感染性廃棄物と産業廃棄物の収集運搬に係る基準 

許可基準、委託基準、収集運搬基準、積替え保管基準、再委託の原則禁止、・受託の

禁止、帳簿・マニフェスト保管、行政への報告 

 

自社産廃 

中間処理業者との契約、保管基準、マニフェスト発行 行政への報告 帳簿 

一般廃棄物 本社業務本部・埼京支店：一廃収集運搬業者との契約、処理委託 

関東支店：自社運搬で指定清掃工場に持込 

フロン排出抑制法 簡易定期点検、フロン廃棄・譲渡でフロン行程表で管理 

リサイクル法 自動車リサイクル法、家電リサイクル法、資源有効利用促進法 

 

令和 5年 1 月に当社に適用される環境関連法規等一覧表で遵守評価の結果、これらへの違反は

ありませんでした。昭和５６年１１月１６日の創業以来、環境関連法規への違反、訴訟等は一切あり

ません。なお関係当局よりの違反等の指摘も過去 40 年間ありません。 

 

７．代表者による全体評価と見直しの結果 

前期に続き新型コロナウィルス関連廃棄物(感染性廃棄物)の増加に伴い、前年度を上回る収集運搬

量となった。新型コロナウィルス感染者の廃棄物については、処置毎に容器を替えるため容器１個あた

り重量が減ると同時に収集する容器個数が増えるため、収集頻度増になったことで軽油使用量が増え

た。また、前期までの課題であった新規処理場の開拓に成功し、それに係る営業活動においてのガソリ

ン使用量は減った。電気についてはドライバー不足から事務処理の負担が増えてしまった為、事務所

稼働時間増に伴い使用量増となった。水道使用量については、反対に従業員不足で作業服洗濯量

が減った為、使用量減となった。来期に向けては、人員確保に努め安定的な事業継続活動を維持し

ていく。 

(以上） 


